
２
０
２
０
新
川
開
削
２
０
０
年
と

　

国
土
強
靭
化
に
向
け
た
道
路
整
備

佐
藤　

正
人（

翔
政
会
）

 　
　

昔
、
西
蒲
原
一
帯
は
輪
中
地
帯
で

大
雨
が
続
く
と
悪
水
が
こ
も
っ
て
稲
を

腐
ら
せ
農
民
た
ち
を
苦
し
め
て
い
た
が
、

１
８
２
０
（
文
政
３
）
年
に
伊
藤
五
郎

左
衛
門
ら
庄
屋
た
ち
が
金
を
出
し
合
い

新
川
を
開
削
し
て
農
民
た
ち
を
救
っ
た

と
い
う
歴
史
事
実
を
ど
う
思
う
か
。新川と西川の立体交差。下を

流れる川が新川（西区）

　
　

新
川
開
削
の
歴
史
は
本
市
の
大
切

な
宝
で
あ
り
、
西
蒲
原
平
野
が
現
在
の

実
り
豊
か
な
穀
倉
地
帯
と
な
っ
て
い
る

こ
と
も
先
人
の
た
ゆ
ま
ぬ
努
力
の
お
か

げ
で
あ
る
と
考
え
る
。

 　
　

近
年
、
地
震
、
豪
雨
、
台
風
な
ど

大
災
害
が
多
発
し
て
お
り
、
市
民
の
安

心
・
安
全
の
確
保
は
喫
緊
の
課
題
と
考

え
る
。
中
で
も
道
路
は
市
民
生
活
に
必

要
不
可
欠
で
あ
り
、
防
災
・
減
災
・
国

土
強
靭
化
に
向
け
た
道
路
の
整
備
と
維

持
管
理
の
推
進
に
つ
い
て
伺
う
。

　
　

緊
急
輸
送
道
路
の
整
備
や
橋
の
耐

震
化
な
ど
が
必
要
で
あ
り
、
イ
ン
フ
ラ

の
長
寿
命
化
な
ど
、
効
果
的
か
つ
効
率

的
な
維
持
管
理
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

固
定
資
産
税
減
免
に
よ
る
空
き
家
対
策
と

 

廃
校
の
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
活
用

土
田　

真
清（

翔
政
会
）

 　
　

近
年
、
放
置
空
き
家
が
増
加
し
て

い
る
が
、
取
り
壊
す
こ
と
で
固
定
資
産

税
が
高
く
な
る
こ
と
が
、
解
体
に
待
っ

た
を
か
け
る
大
き
な
要
因
と
な
っ
て
い

る
。
見
附
市
な
ど
全
国
の
自
治
体
で
固

定
資
産
税
の
減
免
制
度
を
設
け
て
い
る

が
、
本
市
も
導
入
す
べ
き
で
は
。

　
　

市
独
自
の
減
免
に
つ
い
て
他
都
市

と
同
様
の
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
は
、

税
の
公
平
性
の
観
点
な
ど
か
ら
現
状
で

は
難
し
い
も
の
と
考
え
て
い
る
。

 　
　

人
口
減
少
や
少
子
化
に
伴
い
全
国

で
廃
校
が
進
む
中
、
転
用
し
て
地
域
活

性
化
に
つ
な
げ
て
い
る
自
治
体
も
多
い
。

廃
校
後
も
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の
核

と
な
る
よ
う
、
国
の
補
助
金
を
活
用
し

な
が
ら
公
民
連
携
で
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

活
用
す
べ
き
と
考
え
る
が
ど
う
か
。廃校後、文化芸術や青少年活動の拠点と

して利用されている旧二葉中学校（中央区）

　
　

旧
二
葉
中
学
校
は
、
国
の
補
助
金

を
活
用
し
て
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
、

芸
術
創
造
村
・
国
際
青
少
年
セ
ン
タ
ー

と
し
て
開
館
し
た
。
廃
校
の
活
用
は
他

都
市
を
参
考
に
研
究
し
て
い
く
。

Ｂ
Ｒ
Ｔ
に
関
す
る
市
長
の
公
約
と

　

万
代
島
ル
ー
ト
線
の
未
着
工
区
間

五
十
嵐　

完
二

（
日
本
共
産
党
新
潟
市
議
会
議
員
団
）

 　
　

市
長
は
選
挙
の
公
約
で
、
Ｂ
Ｒ
Ｔ

の
大
幅
見
直
し
と
直
通
便
の
増
便
を
掲

げ
て
い
た
。
こ
の
こ
と
は
利
用
者
や
市

民
が
最
も
望
む
こ
と
で
あ
る
が
、
令
和

元
年
９
月
定
例
会
の
答
弁
で
、
直
通
便

の
増
便
を
初
め
て
否
定
し
た
。
こ
れ
は

公
約
違
反
で
は
な
い
か
。

　
　

以
前
と
同
じ
運
行
形
態
に
戻
し
た

場
合
、
減
便
や
路
線
廃
止
が
繰
り
返
さ

れ
る
と
考
え
る
。
今
後
も
直
通
便
の
増

便
と
郊
外
路
線
の
減
少
の
相
関
関
係
を

慎
重
に
検
討
し
て
い
く
。

 　
　

万
代
島
ル
ー
ト
線
の
未
着
工
区
間

は
、
ピ
ア
Ｂ
ａ
ｎ
ｄ
ａ
ｉ
の
移
転
や
多

く
の
立
ち
退
き
が
必
要
と
な
る
な
ど

ハ
ー
ド
ル
が
高
い
上
に
、
事
業
の
必
要

性
も
感
じ
ら
れ
ず
、
沿
線
の
白
壁
通
り

周
辺
の
ま
ち
も
壊
し
か
ね
な
い
。
未
着

工
区
間
の
必
要
性
に
つ
い
て
の
見
解
は
。

●万代島ルート線
　新潟バイパスの紫竹山インターチェン
ジから中央区寄居町に至る全長約5.6キロ
メートルの都市計画道路。渋滞緩和、交
通事故削減、安心・安全なまちづくりの
支援などを目的に、平成４年に都市計画
決定された。国の直轄事業として、柳都
大橋から西堀通までの区間が供用中で、
現在は紫竹山インターチェンジから明石
通までの区間で事業が進められている。

　
　

本
市
の
安
心
・
安
全
な
ま
ち
づ
く

り
や
拠
点
性
向
上
に
寄
与
す
る
重
要
な

道
路
で
あ
り
、
未
着
工
区
間
も
含
め
引

き
続
き
国
土
交
通
省
と
協
議
し
て
い
く
。

投
資
的
経
費
の
在
り
方
と

 

旧
市
場
跡
地
売
却
金

高
橋　

三
義

（
新
市
民
ク
ラ
ブ
）

 　
　

本
市
は
大
型
事
業
や
合
併
建
設
計

画
な
ど
の
大
き
な
投
資
的
経
費
が
膨
ら

ん
だ
こ
と
が
、
財
政
危
機
に
陥
っ
た
主

な
原
因
と
し
、
今
後
の
投
資
的
経
費
の

在
り
方
を
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
認
識
し
て
い
る
が
、
な
ぜ
具
体
的
な

検
討
に
入
れ
な
い
の
か
伺
う
。

　
　

市
民
の
安
心
・
安
全
に
関
わ
る
事

業
な
ど
を
着
実
に
進
め
る
必
要
も
あ
り
、

投
資
的
経
費
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、

令
和
２
年
度
予
算
編
成
作
業
の
中
で
具

体
の
事
業
に
即
し
て
検
討
し
て
い
る
。

 　
　

旧
市
場
跡
地
売
却
金
の
約
26
億
円

は
当
初
、
中
央
卸
売
市
場
事
業
会
計
に

組
み
込
む
方
針
で
あ
っ
た
が
、
そ
の
う

ち
約
18
億
円
は
一
般
会
計
に
組
み
込
ま

れ
、
何
に
活
用
さ
れ
た
の
か
不
明
な
ま

ま
な
く
な
っ
た
。
18
億
円
は
市
場
事
業

会
計
に
組
み
戻
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

　
　

今
後
、
集
中
改
革
プ
ラ
ン
を
着
実

に
進
め
、
さ
ら
な
る
財
政
基
盤
の
強
化

を
図
る
時
期
で
あ
る
た
め
、
現
時
点
で

は
難
し
い
と
考
え
て
い
る
。

若
年
女
性
の
東
京
圏
へ
の
転
出
超
過
と

 

保
育
士
の
確
保

小
山　

進
（
新
潟
市
公
明
党
）

 　
　

若
年
女
性
が
東
京
に
流
出
す
る
動

き
を
止
め
ら
れ
な
い
最
大
の
壁
は
、
就

職
だ
と
考
え
る
。
地
元
企
業
に
希
望
す

る
職
種
の
求
人
が
少
な
い
な
ど
課
題
は

多
い
た
め
、
第
２
期
の
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
で
政
策
を
打
ち

出
す
こ
と
が
重
要
と
考
え
る
が
ど
う
か
。

　
　

東
京
圏
へ
の
女
性
の
転
出
超
過
が

特
に
多
く
な
っ
て
お
り
、
若
者
の
流
出

抑
制
・
流
入
促
進
に
取
り
組
む
他
、
女

性
の
転
出
の
多
い
医
療
・
福
祉
分
野
の

就
労
支
援
に
つ
い
て
も
検
討
し
て
い
く
。

 　
　

保
育
士
不
足
を
解
消
す
る
た
め
、

本
市
の
第
２
期
総
合
戦
略
の
取
り
組
み

と
し
て
、
国
の
制
度
を
活
用
し
た
保
育

士
の
家
賃
補
助
を
含
む
処
遇
改
善
を
図

り
、
一
度
流
出
し
た
人
材
の
流
入
な
ど

に
つ
な
げ
る
施
策
を
打
ち
出
す
こ
と
が

重
要
と
考
え
る
が
ど
う
か
。

　
　

今
後
、
地
元
定
着
や
首
都
圏
に
流

出
し
た
保
育
人
材
の
Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
の

促
進
な
ど
、
国
制
度
を
活
用
し
た
新
た

な
施
策
の
検
討
を
行
っ
て
い
く
。

●保育士の家賃補助制度
　国は、保育士の就業継続や離職
防止を図り、保育士が働きやすい
環境を整備するため、事業者が保
育士用の宿舎を借り上げるための
費用の一部を補助する制度を設け
ている。また保育士資格取得支援
事業などのさまざまな補助制度を
設け、保育人材確保に向けた自治
体の取り組みを支援している。

大
型
事
業
の
見
直
し
と

　

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
事
業
の
拡
充

倉
茂　

政
樹

（
日
本
共
産
党
新
潟
市
議
会
議
員
団
）

 　
　

こ
れ
ま
で
の
行
政
改
革
で
福
祉
が

削
ら
れ
、
市
民
の
負
担
は
限
界
で
あ
る
。

集
中
改
革
プ
ラ
ン
の
取
り
組
み
の
第
一

に
掲
げ
る
べ
き
は
大
型
事
業
の
見
直
し

で
あ
り
、
市
民
に
新
た
な
負
担
を
求
め

る
も
の
は
取
り
組
み
項
目
か
ら
外
す
べ

き
で
は
な
い
か
。

　
　

こ
の
集
中
改
革
は
、
単
な
る
歳
出

削
減
で
は
な
く
、
住
み
よ
い
暮
ら
し
た

い
ま
ち
の
実
現
に
向
け
て
、
真
に
取
り

組
む
べ
き
重
要
課
題
に
限
ら
れ
た
経
営

資
源
を
充
て
る
た
め
の
改
革
で
あ
る
。

 　
　

健
幸
す
ま
い
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
事

業
に
よ
る
住
宅
の
断
熱
改
修
は
、
ヒ
ー

ト
シ
ョ
ッ
ク
防
止
だ
け
で
な
く
、
家
庭

で
も
地
球
温
暖
化
防
止
に
参
加
で
き
る

実
感
な
ど
が
得
ら
れ
る
。
補
助
上
限
額

を
引
き
上
げ
る
だ
け
で
な
く
、
新
築
の

際
の
補
助
も
加
え
る
べ
き
で
は
。

　
　

新
築
に
は
国
の
支
援
制
度
も
あ
る

こ
と
な
ど
か
ら
大
幅
な
拡
充
は
難
し
い

が
、
社
会
情
勢
の
変
化
を
注
視
し
な
が

ら
制
度
の
在
り
方
を
検
討
し
て
い
く
。

●健幸すまいリフォーム助成事業
　子どもを安心して産み育てられ、高
齢者が健康で幸せに暮らせる住環境を
創出することを目的に、既存住宅のバ
リアフリーリフォーム、子育て対応リ
フォーム、温熱環境改善リフォーム
や、それに併せて行う居住環境や住
宅機能の維持・向上のための住宅リ
フォーム工事を行う場合に、その費用
の一部を補助する制度。

大
川
小
津
波
訴
訟
判
決
の
受
け
止
め
方
と

　

防
災
教
育
、
事
前
防
災
の
喫
緊
の
課
題

栗
原　

学
（
翔
政
会
）

 　
　

宮
城
県
石
巻
市
大
川
小
津
波
訴
訟

の
判
決
は
、
今
後
の
防
災
教
育
に
大
き

な
影
響
を
与
え
る
も
の
と
考
え
る
が
、

そ
の
受
け
止
め
方
と
、
こ
れ
か
ら
の
本

市
の
防
災
教
育
、
事
前
防
災
に
お
い
て
、

子
ど
も
の
命
を
最
優
先
に
考
え
て
喫
緊

に
や
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
課
題
は
何

か
。
ま
た
教
員
の
多
忙
化
が
問
題
と

な
っ
て
お
り
、
防
災
教
育
に
お
い
て
学

校
に
期
待
さ
れ
る
役
割
を
学
校
や
教
育

委
員
会
だ
け
が
担
う
の
は
非
常
に
無
理

が
あ
る
た
め
、
市
長
部
局
や
地
域
住
民

が
学
校
現
場
を
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
思
う
が
教
育
長
の
認
識
は
。

　
　

教
員
ら
の
対
応
の
み
な
ら
ず
事
前

防
災
の
不
備
の
過
失
も
認
定
し
た
判
決

で
、
子
ど
も
た
ち
の
命
を
守
る
た
め
の

備
え
の
重
要
性
が
改
め
て
示
さ
れ
た
と

重
く
受
け
止
め
て
お
り
、
今
後
は
学
校

防
災
マ
ニ
ュ
ア
ル
な
ど
を
よ
り
専
門
的

見
地
か
ら
再
度
見
直
し
て
い
く
。
ま
た

学
校
現
場
は
地
域
の
皆
さ
ま
、
市
長
部

局
も
含
め
み
ん
な
で
支
え
て
い
き
た
い
。

（
教
育
長
）

にいがた市議会だより 4令和２年（2020年）２月２日
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